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③ 都道府県・市町村における施策の実施状況

１ 日本語指導等を担当する教員（常勤）の配置

２ 児童生徒の母語を話せる相談員の派遣

３ 上記１，２以外の補助者（非常勤講師、通訳等）の配置

４ 日本語指導担当教員の研修

５ 連絡協議会等の実施

６ 拠点校（学区外に居住する外国人児童生徒を日本語指導等のために受け入れ、在

籍させる学校）の指定

７ センター校（他校に在籍する外国人児童生徒を受け入れ、日本語指導等を行う学
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校）の指定

８ 研究協力校（地域）の指定

９ 日本語指導教材の開発

10 教師用指導資料（実践事例集等）の作成

11 教材等購入費の予算化

12 教育相談窓口の設置

13 保護者用ガイドブック（就学案内等）の作成・配布

14 ホームページの開設

15 その他


